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1. り災証明書・被災証明書の発行 

 

制度の名称 り災証明書 

支援の種類 証明書発行 

制度の内容 

災害により被害を受けた住家及び非住家について、被害の程度を市が証

明するものです。原則、申請受付後に現地調査を行い、その後『り災証

明書』を交付しますが、「自己判定方式」の場合は写真確認により現地

調査を省略することができます。 

○受付日時：月曜日～金曜日（祝日は除く。） 9 時～17 時 

○り災証明書の対象：住家（災害発生時、居住の用として使用されてい

る建物）及び非住家とします。（持家、賃貸は問いません。） 

○被害が軽微な場合の「自己判定方式」について：住家及び非住家の損

害割合が明らかに 10 パーセント未満であり、申請者が「準半壊に至

らない（一部損壊）」という結果に同意できる場合、現地調査は行わ

ず、写真により被害認定を行います。 

○交付方法：調査依頼を受け、調査が終了し交付準備ができた方から、

り災証明書を順次郵送します。なお、すでに 1 次調査結果の『り災証

明書』をお受け取りになられた方で、判定結果に不服がある場合は 2

次調査（再調査）を申請することができます。 

○現地調査について：り災証明書の申請受付の際に現地調査を希望され

た方については、順次、現地調査を実施しています。現在、多くの調査

申込があっていますので、相当なお時間をいただくことがございます。 

活用できる方 令和 8 年熊本地震で被災された市民の方 

注意事項 
・1 次調査（外観調査）は立会い不要です。 

・再調査（2 次調査）の申請も可能です。 

お問合わせ先 
税務課 ☏ 0964-27-3313、27-3314、27-3315 

被害認定調査室 ☏ 0964-22-1111（内線 530、531、532） 


